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2020自治労県職労春季要求を提出
予算業務庁内分権や議会対応ルール化、人材育成制度確立を求める
退職者に感謝を伝える場を！春休み中も必要に応じて特別休暇の対象に！窓口職場へのマスク配布を
　自治労県職労は3月24日、2020年春季要求書の提出交渉を行いました。

　交渉の冒頭、米倉委員長は新型コロナウイルス感染症対策に関連して、次の点を要請しました。

〇退職者辞令交付式の中止について
　3月18日付けで、退職者の辞令交付式を中止するとの人事課長通知が出された。
　新型コロナウイルス対策ということだが、何回かに分けるなど、やりようはあるのではないか。長年にわたり、県行政に尽くしてきた退職者に対して、あまりにも冷たい対応ではないか。退職予定者の何人かから、怒りというより、落胆、さみしさが伝えられている。
　多くの方は、引き続き再任用職員として働いていただくことになるが、そのモチベーションにも影を落としかねない。
　退職者の長年の労苦をたたえ、感謝する場をぜひとも考えていただきたい。
〇新型コロナウイルス対策の服務について
　学校の休校に伴い、特別休暇の対象となっているが、Ｑ＆Ａでは春休み期間中は対象外となっている。
　しかし、通常の春休みと異なり、引き続き「外出を控えるように」と言われている中で、子どもたちも不自由な生活を余儀なくされているし、ストレスもたまっている。
　やむを得ない場合は、春休み期間中においても特別休暇の対象となるよう、早急に運用を見直していただきたい。
⇒交渉後、3月26日に「Ｑ＆Ａ」を修正。

〇窓口職場へのマスクの配布
　窓口職場では、県民対応上本人の体調に関わらず、マスクを着用せざるを得ない。

業務で必要なものは当然当局が用意すべきだし、何よりもマスクの入手が困難な状況だ。備蓄の活用も含めて早急に対応していただきたい。
自治労県職労が提起した主な課題
〇過重労働の撲滅について
・常態的な時間外勤務職場については、最低限、時間外勤務時間を換算して割り出された人数を増配置していただきたい。

・所属毎の平均時間外勤務時間、月毎の45時間超・80時間超の人数を労使協議の場に定期的に報告していただきたい。
・時間外勤務が月45時間を超えた場合及び月80時間超となった場合は、労使協議においてその状況と理由を明確にし、対策を協議していただきたい。
〇内部管理業務の抜本的改革について
・予算編成における業務はだいぶ削減されたが、執行等その他の業務で財政課の関わりはまだまだ多い。財政当局の関与は重要な事業に限り、その他は各局に任せるなど抜本的に見直し、庁内分権を進めるべきだ。
・「神奈川県の議会対応は異常に多い。」と他県からみられている。議会対応や議員からの質問や照会について、「働き方改革」の観点からルール化するよう、議会との調整を行っていただきたい。
〇災害時の備えについて
・新型コロナウイルスなど、突発的な災害等には対応する必要があるが、どの所属もギリギリの人員で業務をしており、災害等対応のために人員をはがされることで相当な過重労働となっている。抜本的に考え方を変えて、平時から発災時等を想定して、休止・縮小する業務を検討しておくべきではないか。
・2020年度当初に、「新型コロナウイルス感染症対策本部」要員の兼務を解消すること。やむを得ず兼務とする場合は、所管部局だけでなく、県民生活に直接影響しない業務の休止等で対応するべきだ。
〇人材育成の確立について
・職員アンケート結果を見ても、ＯＪＴが不十分との声が多い。仕事に追われる中で、したくても人材育成をする余裕がない職場が多い。
・専門職場だけでなく、一般の事務職場についても、いわゆる「スーパーバイザー」の仕組みを導入し、職場における業務の指導・教育の仕組みを確立する必要がある。
・スーパーバイザーには、当該業務の経験が豊富な職員を配置し、業務として位置づけ、指導方法の研修を行うことが重要だ。
・児童相談所や保健福祉事務所、県税事務所、相談業務や土地関係業務については特に、効果的な人材育成を早期に行う必要がある。
〇臨任・会計年度任用職員制度について
・「同一労働同一賃金」の観点から、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金・労働条件等について、常勤職員との均等・均衡を図るべきである。
・この間の交渉での確認を踏まえ、「定型的・補助的業務」と位置付けられている行政補助員の業務を労使で検証し、必要な改善をするよう強く求めたい。
〇ノーマライゼーションの推進
・障害は一人一人異なることを踏まえ、障害者を雇用する際には障害の別及び等級・程度に関して十分な理解を持ったうえで、本人と十分な面談を行い、配属する所属及び業務内容を検討する必要がある。
・「どのような配慮が必要か、不必要か」、すべての職員に対して、知的障害者や精神障害者への正しい認識が持てるよう研修を行う必要がある。職場研修などに加えて早急に行うべきだ。
・特に、知的障害者、精神障害者が配属される所属及び同一庁舎の所属、業務上関係する所属の職員に対しては、具体的な対応についてもきめ細かな研修を行い、ともに働きやすい職場の構築を行うことが「ともに生きる」を実践することではないか。
投　稿  ～組合員より～
みなさんは、週刊文春3月18日号はもうご覧になっただろうか。

『森友自殺財務省職員遺書全文公開「すべて佐川局長の指示です」』
首相夫人が名誉校長を勤める小学校に対し、国有地が異常な値引き額で売却されたことが大きな社会問題となった「森友問題」。その陰で、不都合な事実を隠蔽するため、公文書改ざんという違法行為に加担させられた挙句、自ら死を選ばざるを得なかった一人の公務員がいた。その職員の死の直前に記された手記が掲載された同誌は、あまりの反響に完売となったそうだが、幸いにも現在は、電子版で無料購読が可能となっているので、是非とも目にしてほしいと思う。
手記には、文書改ざんの経緯の詳細や、不正を指示した上司らの実名告発など、多くの衝撃的な新事実が含まれている。それにもかかわらず、我が国の行政府の長は即座に再調査を拒否した。上級市民たるにはこれくらいのマインドが必要なのかもしれないが、亡くなられた職員とその遺族の気持ちを土足で踏みつける行為と感じるのは私だけではないだろう。
遺族はこの手記の公開と同時に、国と当時の理財局長を提訴したが、当初は裁判を起こすことは考えていなかったという。真実を知りたい思いを持ちつつも、亡き職員のかつての職場を大切に思っていたため、事を荒立てることに躊躇があったそうだ。

しかし、そうした心境が大きく変化したのは、かつての上司や同僚たちのあまりに誠意のない態度だったという。
亡くなった翌日に遺書を見せるよう迫られたり、頼りにしていた上司に「もう会わない」と告げられたり。

ある親友は遺族に対し「近畿財務局は彼に救われた」と話したそうだ。不条理な職員の死に、何らかの意味を持たせるための配慮だったのかもしれないが、言葉を受けた遺族は「夫が亡くなって財務局は救われるなんておかしい」と強く憤ったという。

身内を亡くしたことで傷ついた遺族は、かつて信頼した仲間たちの冷たい振る舞いによって、再度深く傷つけられたのだ。

今回、この記事を読んで私はすぐに、3年前にうつ病を発症し自殺した本県職員の事を思い浮かべた。昨年11月に彼の母親が、自殺の原因はパワハラと長時間労働にあったとして県を訴えた、今は周知の事件である。
私は亡くなった彼と直接の面識はない。正直なところ、遺族の提訴を報じる新聞記事を目にするまで、事件の真相を詳しく知る機会もなかった。ただ、当時彼が在籍し、激務で知られた所属が、ある時期を境に定時キッカリに灯りを落とすようになったのを見て、不思議に感じたのはよく覚えている。
こうした類の話は、どんなに伏せても口伝に広まるのが常なのだが、この事件に関してはあいまいな噂話を耳にする程度だった。おそらく、相当強烈なかん口令が引かれたと思われるが、当時、そうした対応が行われた大きな要因として、前年に起きた電通社員過労自殺事件が与えた衝撃と無関係ではなかっただろう。
現在、母親の訴えに対し、県は請求の棄却を求めており、横浜地裁で審理が続いている。第一回口頭弁論（12月26日）で母親は「上司から理不尽な叱責を受け、長時間勤務が常態化し、心身がすり減っていった」「タオルに顔をうずめて押し殺すように泣いていた姿は忘れられない。子に先立たれるのは地獄の苦しみ」と話したという（東京新聞より）。
一方の県は、第三者の調査チームを立ち上げており、近くその報告書が出てくるはずだ。
彼の自死の真相は、必ず明らかにされなければならない。もちろんその真相が、組織にとってどんなに不都合なものであったとしてもだ。
そして私達は、同じ県職員だった“仲間”として、深い悲しみを負った遺族に、これ以上の傷を負わせてはならない、そのことは強く肝に銘じるべきだと思う。
